
Ⅰ　総論

　第１　消防用設備等設置指導等の基本的な進め方（フロー）

事務処理、指導等留意事項

［本部・各管轄署］
建築物の計画

建築主及び設計者等に

よる事前相談・協議

○確認事項

（場所、位置） 開発許可の要否（開発協議の状況）

敷地面積、建築物の配置

（構造） 建築物の種別（耐火、準耐火、その他等）

（業態、用途） 令別表第一による項の決定

（規模） 階数、各階床面積、延べ面積

無窓階の有無（各階ごと）

収容人員（全体及び各階ごと）

（設備等） 火気使用設備の有無及び容量等

（変電、発電、ボイラー、厨房設備等）

危険物、指定可燃物等の有無及び取扱量

○設備指導

上記、確認事項より法令及び審査基準等による、必要な消防用設備等

を決定し、指導する。（協議段階で設計されている場合には、法令及び審

査基準等に照らし合わせ確認、相違がある場合は補完して指導する。）

○処理

事前相談、協議の結果を記録として相手側より提出させ、指示、指導事

項に相違がないか確認し、保管する。相違がある場合は、連絡し訂正さ

せた後、保管する。（基準等による指示、指導事項については、記録を取

り、相手側との行き違いがないように留意すること。）

相談・協議

消防用設備等の

指示･指導

建築確認申請

（計画通知）

○確認事項（設備指導）

・事前相談、協議による位置、構造、用途、規模等に変更がなく、指示、

指導した内容と相違がないか。

・必要な消防用設備等を適切に設置する計画がされているか。

（消防用設備等の設計、詳細は、最終的に各着工届等により確認するも

のであるが、明らかな不備がないか事前に確認する。また、必要がある

と認めた場合には、図書の補正又は追加をさせる。）⇒円滑な事務遂行

を目的とするため。

・計画変更がある場合、事前協議等との相違点を確認し、必要となる消

防用設備等に変更があれば、追加設置等を指導する。

・事前相談、協議がなかった場合は、「事前相談、協議」の確認事項を

確認し、必要な消防用設備等について指示、指導するものとし、確認に

必要な関係図書等の添付を必要に応じ求めるものとする。

○処理

・消防同意後、建築主に対し、必要な消防用設備等及び届出書を記載

した「消防用設備等設置通知書」を送付する。（当組合火災予防規程第

12条）

・審査期間は受付窓口において図書を受理した日の翌日から起算して

７日であるが、土、日曜日、国民の休日に関する法律に規定する休日、

12月29日から翌年１月３日までの期間及び図書の不備の補正期間につ

いては算入しない。（当組合消防同意事務処理要綱による。）

・不同意の場合は、その理由を「同意できない旨の通知書」に記載し、

申請を受けた建築主事等に送付する。（火災予防規程第10条）

消防同意

図書の追加、

補正等

不備無し

不備有り

建築主事、指定確認検

査機関等による建築確

認同意・計画通知

・消防用設備等の

指示、指導

・不備の是正指導

重大な違反、不備等

が有り、是正の意思

が見込まれない場合

消防不同意

・建築主、設計者事前相談、

協議の結果を踏まえた建築

確認申請等の作成

（消防用設備等の設計等）

消防用設備等の

着工・設計届
〔工事整備対象設備等

着工届出書〕

○確認事項

・法令及び審査基準等に照らし合わせ、設置基準に適合して設計されて

いるか確認する。不備事項が有った場合は連絡し是正させる。（図書の追

加、修正）

・消防設備士の免状を携帯しているか確認する。なお、着工届等は工事

着手10日前までに届出されていること。（消防法第17条の13、第17条の

14、火災予防規則第15条の２）

設備士等による届出

不備の指示･指導

中間検査
○現地検査

・中間検査の義務はないが、建築物完成後には法令及び審査基準等に

よる設置基準に適合しているか確認できない部分について、確認検査を

行う。不備事項が有った場合は是正させ、必要に応じ再検査を行う。なお、

軽微な是正は、写真提出等により確認することも可能とする。

中間検査の例

・消火設備（屋内・外栓、スプリンクラー等）の水源

・消火設備（屋内・外栓、スプリンクラー等）の配管（埋設部、天井裏等）

・特定共同住宅等の共住区画等を貫通する配管部分の埋め戻し処理

・共同住宅等における避難ハッチの施工方法

不備等が有

る場合、消

防上の意見

を述べる。

（図書の追

加、補正等

を求める。）

・国、県、橿原市等の公共

建築物については、建築確

認の手続きが適用されず、

消防同意の手続きが存在し

ないため、必要な消防用設

備等については、特に注意

が必要であることを念頭に

置き指示・指導すること。

（消防機関へは計画通知と

して通知される。）

計画通知 確認申請



○指導上の留意事項
　消防用設備等の指示・指導にあたっては、予防行政の明確性、公平性及び透明性を確保するた
め、法令等の根拠、趣旨を示し、具体的な指導が必要である。このため、法令基準、指導基準並
びに消防用設備等への理解を深めるため、自己研鑽を重ねること。
　指導の際の言動は親切丁寧とし、専門用語を濫用することなく、必要に応じて相手方の理解で
きる言葉を用い、横柄な態度は厳に慎むこと。
　行政指導においては、関係者等に義務を課すものではないことを伝えた上、必要性を十分説明
し、理解を得ること。また、過剰な指導とならないように十分注意すること。

○確認事項

・各消防用設備等の試験結果を確認する。不備事項が有った場合は連

絡し是正させる。（図書の追加、修正）

・設置届は工事が完了した日から４日以内に届出されていること。（消防

法第17条の３の２、施行規則第31条の３）

消防用設備等の
設置届

〔消防用設備等(特殊消防用

設備等)設置届出書〕

条例関係届出
（使用開始届等）

不備の指示･指導

設置者による届出

○条例関係届出（火災予防条例第44条、第45条、第49条）

・防火対象物使用開始届出書

・炉・ボイラー・給湯湯沸設備等設置届出書

・発電・変電・蓄電池設備設置等届出書

・ネオン管灯設備設置届

・少量危険物・指定可燃物貯蔵取扱い設置届出書等

○確認事項

・各届出の内容に不備がないか、また、各設備の届出については、火災

予防条例の基準等に照らし合わせ、設置基準等に適合して設計されてい

るか確認する。不備事項が有った場合は連絡し是正させる。（図書の追加、

修正）

・防火対象物使用開始届出は使用開始の７日前までに届出されている

こと。（火災予防条例第44条）

・火災予防条例第45条による設備の届出（ボイラー、変電、ネオン管灯

等）は工事着手５日前までに届出されていること。（火災予防規則第14条）

・少量危険物・指定可燃物貯蔵取扱い届出は工事着手７日前までに届

出されていること。（火災予防規則第18条）

設置者等による届出

不備の指示･指導

完成検査

○現地検査

・各消防用設備等の着工届及び設置届により検査する対象物・設備等

と照らし合わせ、外観、作動試験等により法令及び審査基準等による設

置基準に適合しているか確認する。不備事項が有った場合は是正させる。

・軽微な不備事項の場合、その場で改修させ検査を実施するか、後日、

写真提出により確認する。（図書の追加、修正が必要な場合有り。）

・重大な不備事項の場合、改修を指示し、後日再検査を実施する。

・条例関係の届出があれば、消防用設備等の検査と合わせ、検査を実

施する。（随時査察の実施） ※ 発電、変電設備については、消防用設

備等の非常電源となっている場合があるため、検査は同時に行うことが

望ましい。

不備事項の改修・再検査

又は

写真等資料による確認

検査済証の交付

不備事項無し

不備事項有り

不備事項の改修確認

不備の指示･指導

設計者等から検査依頼

○確認事項

・消防用設備等及び各条例の検査、届出の概要に不備事項が無いこと

を確認した後、「消防用設備等・特殊消防用設備等検査済証」を交付する。

・各条例の届出については、届出印が押印されていることを確認し返付

する。

その他の届出

○確認事項

・必要に応じ、防火管理者の選任届や消防計画作成書の届出を指示し、

内容に不備がある場合は是正を指示・指導する。（建築物を使用する前ま

でに届け出ていること。）

建築物の使用開始

設置者、管理者、

占有者等による届

不備の指示･指導


